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論文審査の結果の要旨 

以下、本文別紙 



様式７別紙  

論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨 

論文題目： 投資社会の勃興―財政金融革命の波及とイギリス 

 学位申請者 坂本優一郎 

 論文審査担当者 

  主査 大阪大学教授 秋田 茂 

  副査 大阪大学教授 藤川隆男 

  副査 大阪大学教授 山本千映 

                             副査 大阪大学准教授  中野耕太郎 

【論文内容の要旨】 

 本論文は、申請者が過去約 15年にわたって行ってきた、近世末期のイギリスやオランダを中心に誕生した「投

資社会」の形成と勃興の過程を、膨大な第一次史料を駆使して、政治・経済・社会・文化の各局面を総合的に検

討した上で、近世から近代にいたる経済秩序の変容で「投資社会」が果たした歴史的役割を解明した研究書であ

る。論文は、序章に続き、本文は 4部構成で全 9章と終章からなり、全 488頁で構成される。 

 序章では、時間的な枠組み（17世紀末～18世紀初）、空間的な枠組み（イングランド）、分析対象（公債）を再

審に付し、投資社会論がイギリス財政金融革命論を相対化する可能性を提示する。 

第Ⅰ部は、公債の起債をめぐる政治状況と投資社会の政治的局面の展開が分析される。第 1 章で、七年戦争期

の政府公債の発行市場構造が、ホイッグ寡頭制支配が続く国政と、シティの反宮廷派が主導する都市政治との対

抗関係によって政治的に構成されたことが明らかにされる。宮廷派ホイッグが導入した限定請負制度は、国際的

な金融ネットワークをイギリスに誘引する一方で、特権会社や限定請負制度から排除されたシティの政治的支配

者層による独占批判を激化させた。第 2 章では、七年戦争期の公債起債の運用実態と反宮廷派による公債請負人

批判の歴史的意義が評価される。 

第Ⅱ部は、社会空間としての投資社会の実態が解明される。第 3 章では、投資社会の上層部を構成した外国人

公債請負人の典型として、オランダ人貿易商のファン・ネック兄弟の活動を分析する。第 4 章では、投資社会の

垂直的な拡大の実態が、証券流通経路と証券保有目的の多様化とあわせて示され、公債が一定の社会的機能を有

する「公債の社会化」が出現したことが明らかにされる。 

第Ⅲ部は、証券投資をめぐる主観的・客観的認識のありかたから、投資社会の文化的な局面を論じる。第 5 章

では、公債取引という経済行為への価値認識の系譜・変遷と国家への信用認識の確立との関係を、トマス・モー

ティマとイサーク・ド・ピントの著作を事例に問う。第 6 章では、確率論・統計学にもとづく保険数理学などに

至る近代科学が投資社会を支える客観的な認識を提供したことが示される。 

第Ⅳ部は、経済的な局面をとりあげ、社会空間の近代化と投資社会の水平的な拡大を考究する。第 7 章では、

投資社会が戦費のみならず、社会的間接資本整備の資金調達のためにも活用されたことに着目し、この「もうひ



とつの財政金融革命」によりイギリス経済の成長基盤が整備されたと主張する。第 8 章では、財政難に悩む政治

体が投資社会に包摂される様態が、アイルランドの国債発行を事例に分析される。第 9 章では、18 世紀後半のオ

ランダ資金が 1780 年代の国際的な政治環境の変化により、アメリカ合衆国をはじめとするヨーロッパ各国の公債

を選好するようになり、投資社会空間はさらに水平的かつ垂直的な拡大を遂げたことが明らかにされる。 

終章では、18世紀中頃から後半にかけてのイギリスとオランダを中心に、無定形な空間で勃興した「投資社会」

が、近世末期から近代初期にかけての国際政治秩序の再編成を促すとともに、経済成長の基盤となる社会空間の

近代化も促進し、近世の循環的で静態的な経済秩序が、近代の動的な経済秩序へと変容する動きを支えた点が強

調される。 

【論文審査の結果の要旨】 

 本論文は、「投資社会」という独自の概念を使って、近世イギリスとオランダにおける公信用の確立と、証券投

資を行う幅広い階層におよぶ人々が誕生した時代の全体像を、政治・社会・文化・経済の各局面を総合的に考察

しながら、アイルランドやアメリカ合衆国への同時代的な拡大・波及も視野に入れて解明した労作である。 

 第一に、従来のイギリス財政金融革命論が、17世紀末から 18世紀初頭の時代を重視してきたのに対して、本論

文は、18世紀中葉の七年戦争（1756-1763 年）以降に、戦費調達のため公債発行が急激に拡大した時期の「財政

軍事国家」に着目している。同時に、従来の研究史では等閑視されてきた、同時代の地方におけるインフラスト

ラクチャーの構築にも同じ投資メカニズムが活用された点を強調し、あらゆる種類の証券、特にインフラ整備関

連債券の発行を「もう一つの財政金融革命」と名づけた。その意味で、J.ブルワに代表される従来の欧米におけ

る研究史を補完する新たな観点を導入し、18世紀近世イギリスの全体像を「投資社会」として提示して、その安

定軸としての公信用と国家の役割を再評価することに成功している。 

 第二に、本論文は、徹底した第一次史料の探求にもとづいて書かれた高度な実証論文である。大英図書館

(British Library)、イングランド銀行アーカイヴ、国立公文書館（the National Archives）所蔵の個人文書、

遺産検認目録、会計文書だけでなく、イギリス各地の地方文書館所蔵の庶民・労働者階層の回想録や個人日記な

ど、実に多彩な史料を駆使して書き上げられている。特に、第 1章の表 1-3「公債請負人と公債の引き受け（1737-63

年）」は、研究史上初めて、公債請負人（金融利害）の中核を具体的な人名とともに明らかにした画期的なもので、

実情調査(fact findings)としても特筆に値する。 

 第三に、本論文は、一国史的な歴史分析（ナショナル・ヒストリー）の枠組を超えて、脱領域的で無定形な空

間である「投資社会」の実態に、複数国のアーカイヴ史料を使って迫る試み(multi-archival research)である。

具体的には、近世ヨーロッパ経済社会の最上層部に位置したオランダ人貿易商ファン・ネック家の事例や、植民

地アイルランドでの公債発行の事例、オランダの年金受領者の記録など、「投資社会」の形成にかかわった当事者

全般（公債保有者、請負仲介人、公債発行者）の記録を、多面的に追求している。さらに、研究の射程は、独立

戦争期以降のアメリカ合衆国にも伸びている。一国史を超えるトランスナショナル・ヒストリーの成功例として

も評価できる。 

 本論文の独創性とメリットは、以上の三点に要約できるが、問題が全くないわけではない。比較の視点を強調

しながら、近世ヨーロッパ世界においてイギリスの最大の競争相手国であったフランスとの比較はあまりなされ

ていない。また、公債投資者として女性の存在が強調されているが、イギリスとヨーロッパ大陸諸国との間にお

ける女性の財産権の相違が十分認識されていない。しかし、そうした点によって、本論文の独創的な価値が大き

く損なわれるものではない。よって、本論文を博士（文学）の学位にふさわしいものと認定する。 


